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平成 30 年７月 

 

  ・病床の機能分化・連携，在宅医療・介護の推進のための新たな基金を

都道府県に設置（地域医療介護総合確保基金）等 

 ②地域における効率的かつ効果的な医療提供体制の確保（医療法関係） 

  ・医療機関が病床機能（高度急性期，急性期，回復期，慢性期）を都道

府県に報告する仕組みを創設。都道府県はこれをもとに地域医療体制

の将来のあるべき姿を医療計画において策定（地域医療構想） 

  ・医師確保支援を行う地域医療支援センターの機能を法律に位置付け 

 

■医療法及び医師法の一部を改正する法律 

 ・地域間の医師偏在の解消等を通じ，地域における医療提供体制を確保す

るため，都道府県の医療計画における医師の確保に関する事項の策定

（医師確保計画），臨床研修病院の指定権限及び研修医定員の決定権限

の都道府県への移譲等を規定 

 

３ 医師確保計画の策定 

  これらを受けて，国において「医師確保計画策定ガイドライン」（「医療法及び医師法の一部を

改正する法律の施行について」（平成 31 年３月 29 日付け厚生労働省医政局長通知），以下「ガイ

ドライン」という）が示されたところであり，本県では，現在の医師の不足・偏在の状況や将来の

需給推計等を踏まえ，県及び各二次保健医療圏の医師の確保の方針や目標とすべき医師数を定め，

実効的な医師確保対策を進めていくため，「第７次茨城県保健医療計画」の一部として，「茨城県

医師確保計画」を策定します。 

 

（１）計画の性格 

   本計画は，医療法第 30 条の４第１項の規定に基づく「第７次茨城県保健医療計画」の各論第

１章第 10節「保健医療従事者の確保」のうち「１ 医師」について，別に計画として策定するも

のです。 

   また，本計画は，県政運営の指針である「茨城県総合計画～『新しい茨城』への挑戦～」をは

じめ，「茨城県地域医療構想」，「いばらき高齢者プラン 21」，「健康いばらき 21 プラン」，「茨城

県総合がん対策推進計画」等の関連諸計画との調和を図りながら，進めることとします。 

 

（２）計画期間 

  本計画の期間は，2020 年（令和２年）度から 2023 年（令和５年）度までの４か年とします。 

  また，次期計画以降は，全国における医師偏在是正の目標年である 2036 年（令和 18 年）ま

で，３年ごとに見直しを行うこととします。 
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（３）計画の全体像 

   

 

 （図） 
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第２章 本県の現状と課題 

 

１．医師数 

■本県の人口 10 万対医師数は全国平均を大きく下回っており，県全体の医師数の増加を図る

必要があります。 

■二次保健医療圏別にみると，つくばが全国平均を上回る一方，鹿行，筑西・下妻，常陸太田・

ひたちなかは全国平均の半分以下となっていることから，医師不足が深刻な地域の医師の増

加や県内の医師の地域偏在解消を図る必要があります。 

■診療科別にみると，ほぼ全ての診療科で全国平均を下回り，特に内科が少なく，次いで精神

科，外科，整形外科，小児科などが少ない状況です。 

■常陸太田・ひたちなか医療圏や鹿行医療圏，筑西・下妻医療圏など，医師不足が顕著な地域

では，病院の勤務医の割合が少なく，また，医師の高齢化もみられることから，地域の医療

提供体制を確保するため，医師の確保をはじめ，各医療機関の役割分担や連携を図る必要が

あります。 

■女性医師数及び割合が増加傾向にあることから，女性医師が働き続けやすい環境整備を図る

必要があります。 

 

○ 本県の医師数は，2016 年（平成 28）年 12月 31 日現在で 5,513 人であり，増加傾向にありま

す。 

○ また，人口 10 万対医師数は，189.8 人であり，増加傾向にありますが，全国平均 251.7 人を

大きく下回り，全国第 46 位と下位にあります。 
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○ 県内の二次保健医療圏別に人口 10 万対医師数をみると，つくば保健医療圏が 410.4 人と全国

平均の 251.7 人を上回る一方，鹿行保健医療圏，筑西・下妻保健医療圏，常陸太田・ひたちなか

保健医療圏では全国平均の半分に満たないなど，医師の地域偏在がみられます。 
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 ○ 医療施設別の医師数をみると，筑波大学附属病院が所在するつくば保健医療圏では，医育機

関附属の病院の勤務者の割合が 51.3%と最も高く，筑西・下妻保健医療圏，鹿行保健医療圏，常

陸太田・ひたちなか保健医療圏などの医師不足が顕著な地域では，診療所の従事者の割合が高

い傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○ 診療科別に人口 10 万対医師数をみると，本県では，ほぼ全ての診療科で全国平均を下回り，

特に内科（合計）は全国平均に比べ約 25人少なく，次いで，精神科，外科（合計），整形外科，

小児科が全国平均に比べ少ない状況です。 
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 ○ 内科の人口 10 万対医師数の内訳では，全ての診療科で全国平均を下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○ 外科の人口 10 万対医師数の内訳では，呼吸器外科や心臓血管外科，乳腺外科等が全国平均を

下回っています。 
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 ○ 医療施設従事医師数を性別・年齢階級別にみると，男女比については，本県は全国平均と同

様の割合となっていますが，二次保健医療圏別にみると，全国平均に比べ，つくば保健医療圏は

女性の割合が高く，日立保健医療圏，常陸太田・ひたちなか保健医療圏，鹿行保健医療圏，筑

西・下妻保健医療圏，古河・坂東保健医療圏は男性の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ また，年齢階級別では，本県は男女ともに20代の医師の割合が全国平均を上回っている一方，

女性医師については，30 代及び 40 代の医師の割合が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

78.9% 78.8% 79.3% 83.6% 83.7% 84.2% 78.9% 73.6% 78.0%
82.9% 81.4%

21.1% 21.2% 20.7% 16.4% 16.3% 15.8% 21.1% 26.4% 22.0%
17.1% 18.6%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

医療施設従事医師数の性別比

男性 女性

7.5% 9.2% 14.9% 16.8%
18.5% 18.3%

31.7% 29.9%
21.5% 20.8%

25.8% 23.0%23.8% 23.4%

15.7% 16.2%18.5% 18.4%
7.8% 9.6%6.6% 6.7% 2.5% 2.8%3.5% 3.2% 1.5% 1.6%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

全国_男性 茨城県_男性 全国_女性 茨城県_女性

医療施設従事医師の性別年齢構成

～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳～

- 8 -



総 論 

 ○ また，つくば保健医療圏や水戸保健医療圏は 20 代～30 代の医師の割合が高く，鹿行保健医療

圏や筑西・下妻保健医療圏，常陸太田・ひたちなか保健医療圏やなど，医師不足が顕著な地域で

は，60 代以上の医師の割合が高い傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○ 女性医師数及び女性医師数の割合は全国・本県ともに増加傾向にあります。 
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２ 医療施設 

■本県の人口 10万対病院数及び病床数（一般病床，療養病床）は全国平均を下回っています。

また，一般病院について，１病院当たりの従事者数及び 100 床当たりの従事者数をみると，

医師をはじめ多くの職種で全国平均を下回っています。 

■人口 10万対一般診療所数，有床診療所数及びその病床数は，いずれも全国平均を下回ってい

ます。 

■本県の病床利用率は一般病床・療養病床のいずれも全国平均を下回っています。 

■本県では，「茨城県地域医療構想」により，県内の医療資源を最大限に活用しながら，将来の

医療需要の変化に対応した体制を効率的・効果的に構築するため，各地域の病床機能の分化

及び連携を図っており，この方針等を踏まえ，各医療機能に対応できる医師をはじめとする

医療従事者の育成や確保を図っていく必要があります。 

 

① 病院 

○ 本県の人口 10 万対病院数は全国平均を下回っており，二次保健医療圏別にみると，特に鹿

行，つくば，古河・坂東，取手・竜ケ崎，古河・坂東が全国平均を大きく下回っています。 
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常陸太田・ひたちなかが全国平均を大きく下回り，療養病床については，古河・坂東が全国平
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○ 本県の一般病院について，１病院当たりの医師数は 25.3 人であり，全国平均を下回ってい

ます。二次保健医療圏別では，筑波大学附属病院が所在するつくば医療圏が全国平均を大きく

上回る一方，日立，常陸太田・ひたちなか，筑西・下妻は全国平均・県平均を大きく下回って

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 本県の一般病院 100 床当たりの従事者数をみると，医師・看護師をはじめ多くの職種で全

国平均を下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○ また，一般病院の患者の内，入院患者の割合は 23.3％と全国で最も低くなっています。 
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② 診療所 

○ 本県は，全ての二次保健医療圏で人口 10 万人当たりの一般診療数が全国平均を下回ってお

り，特に鹿行医療圏，常陸太田・ひたちなか医療圏，古河・坂東医療圏は全国平均を大きく下

回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ また，本県の人口10万人当たりの有床診療所数及びその病床数は全国平均を下回っており，

常陸太田・ひたちなか医療圏，土浦医療圏が多い傾向にある一方，つくば医療圏や鹿行医療圏

などが全国平均を大きく下回っています。 
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 ③ 病床利用率 

  ○ 本県の病床利用率は，一般病床及び療養病床のいずれも全国平均を下回っています。 

  ○ 二次保健医療圏別にみると，一般病床では筑西・下妻，鹿行，水戸が県平均を下回ってお

り，療養病床では日立，鹿行，常陸太田・ひたちなかが県平均を下回っています。 
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【茨城県地域医療構想】 

 ・2025 年における医療需要と将来の病床数に必要量を，４つの医療機能（高度急性期，急性期，

回復期，慢性期及び在宅医療等）の区分ごとに示すとともに，その実現に向けた施策及び今後の

検討の方向性を示したものです。 

 ・2040 年の医療提供体制の展望を見据え，医師偏在対策（都道府県の医師確保計画）及び医師・

医療従事者の働き方改革の推進とともに，三位一体での推進が必要です。 
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３．患者の受療動向 

 

（１）都道府県間の受療動向 

■入院患者については，県外への流出数と県内への流入数が等しくなっており，主に千葉県や

栃木県との間で流出入が多くみられます。 

■外来患者については，県外への流出数が県内への流入数を大きく上回っており，千葉県，栃

木県，東京都への流出が多くみられます。 

 

○ 平成 29 年患者調査によると，調査日（※）において，本県を住所地とする患者の推計数は，

入院が 25,600 人，外来が 149,300 人となっています。 

※ 病院については，平成 29 年 10 月 17 日（火）～19 日（木）の３日間のうち病院ごとに指定した１

日とし，診療所については，平成 29 年 10 月 17 日(火)，18 日(水)，20 日(金)の３日間のうち診療所

ごとに指定した１日としている｡ 

○ 入院患者については，県外への推計流出数が 1,900 人で県全体に占める割合が 7.5％となっ

ており，全国平均の 5.2％を上回っています。 

○ 外来患者については，県外への推計流出数が 7,000 人で県全体に占める割合が 4.7％となっ

ており，全国平均の 2.7％を上回っています。 

 

図表３－１：本県の推計患者数（患者住所地） 

 

○ 本県に所在する施設で受け入れた患者の推計数は，入院が 25,600 人，外来が 147,000 人とな

っています。 

○ 入院患者については，推計流入数が 1,900 人で県全体に占める割合が 7.3％となっており，全

国平均の 5.2％を上回っています。 

○ 外来患者については，推計流入数が 2,900 人で県全体に占める割合が 2.0％となっており，全

国平均の 2.7％を下回っています。 

 

図表３－２：本県の推計患者数（施設所在地） 
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（２）二次保健医療圏間の受療動向 

■入院患者については，医師が不足する地域からの流出が多くみられ，また，水戸保健医療圏，

土浦保健医療圏，つくば保健医療圏への流入が多くみられます。 

■また，鹿行保健医療圏では千葉県へ，筑西・下妻保健医療圏及び古河・坂東保健医療圏では

栃木県や埼玉県への流出がみられます。 

■医療機能別にみると，救急医療（初期，二次，三次，小児），周産期医療については，各医療

機能を担う拠点病院が所在する水戸保健医療圏，土浦保健医療圏，つくば保健医療圏へ周辺

地域からの流入が多くみられます。 

 

【診療科別の医師数と受療動向】 

医療圏 診療科別の医師数等 受療動向 

水 戸 

・内科以外の診療科は全国平均及び 2024
必要医師数に近い値。 
・内科は全国平均を下回っており，求人
数も多い。求人が満たされた場合，全
国平均に達する。 

・基本診療，周産期，救命救急につい
て，圏域内医療機関の受入患者数は
県内最多。特に常陸太田・ひたちな
かからの流入が顕著。 

日 立 

・内科は全国平均を大きく下回り，求人
が満たされたとしてもなお大きく不
足。 

・圏域内外との流出入が比較的少な
い。 
・周産期，小児の圏域内患者数（住民）
が県内最少。 
・３次救急の圏域内患者数（住民），
医療機関の受入患者数が多い。 

常陸太田・ 
ひたちなか 

・内科，外科，整形外科，産婦人科，眼
科などが全国平均を大きく下回り，特
に内科の医師不足が顕著。 
・不足が顕著な診療科での求人割合が大
きいが，求人が満たされたとしてもな
お不足する状況。 

・基本診療，救命・救急の圏域内患者
数（住民）は水戸，取手・竜ケ崎に
次いで多いが，半数近く水戸，日立
に流出。 
・周産期の圏内患者数（住民）は水戸
に次いで多いが，約 76%が水戸に流
出。 

鹿 行 

・ほぼ全ての診療科で県平均，全国平均
を下回り，特に内科，外科，整形外科
の医師不足が顕著。 
・不足が顕著な診療科での求人割合が大
きいが，多くの診療科で求人が満たさ
れたとしてもなお大きく不足する状
況。 

・基本診療（特に高度急性期），周産
期，小児，救命・救急について，圏
域内患者（住民）の水戸，土浦への
流出が顕著。 
 

土 浦 

・内科・外科を除く診療科で全国平均及
び 2024 必要医師数に近い値。 
・内科・外科の求人が多く，求人が満た
された場合，全国平均に近い値となる。 

・基本診療，周産期，小児，救命・救
急について，水戸，取手・竜ケ崎，
鹿行からの患者流入がある。 

つくば 

・ほぼ全ての診療科で県平均，全国平均
及び 2024 必要医師数を上回り，特に他
の医療圏で不足する内科，外科の医師
が多い。 

・基本診療（特に高度急性期，慢性
期），周産期（特に新生児の管理），
小児医療，救命・救急（特に３次救
急）について，圏域内医療機関の受
入患者数が多い。 
・全体的に筑西・下妻，取手・竜ケ崎
からの流入が多い。 

取手・竜ケ
崎 

・内科，外科，整形外科は全国平均を下
回り，求人が満たされたとしてもなお
不足する状況。 

・基本診療について，圏域内の患者
（住民），医療機関の受入患者のい
ずれも水戸に次いで多い。特に回復
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期についてはいずれも県内最多。 
・小児について，圏域内の患者（住民）
が県内最多であり，つくば，土浦，
水戸への流出がみられる。 
・救命・救急の圏域内の患者（住民）
は水戸に次いで多い。 

筑西・下妻 

・ほぼ全ての診療科で県平均，全国平均
を下回り，特に内科，外科，整形外科，
産婦人科の医師不足が顕著。 
・多くの診療科で求人が満たされたとし
てもなお大きく不足する状況。 

・基本診療（特に高度急性期），周産
期，小児，救命・救急について，つ
くばへの流出が顕著。 

古河・坂東 

・多くの診療科で全国平均及び 2024 必
要医師数を下回り，特に内科の医師不
足が顕著。 
・内科の求人が多いが，多くの診療科で
求人が満たされたとしてもなお大きく
不足する状況。 

・基本診療（特に高度急性期），小児，
救命・救急について，つくばへの流
出がみられる。 

 

 

① 入院患者の病床別の受療動向 

ア 一般病床 

○ 本県を住所地とする患者の内，一般病床への推計入院患者数は14,400人となっています。 

○ 二次保健医療圏別にみると，筑西・下妻，常陸太田・ひたちなか，鹿行，土浦，古河・坂

東の圏域外への患者の流出割合が高くなっています。また，つくば，水戸，取手・竜ケ崎は

周辺の圏域から患者が流入しています。 

○ また，鹿行から千葉県への流出，筑西・下妻から栃木県への流出がみられ，取手・竜ケ崎

は千葉県との流出入，古河・坂東は栃木県及び埼玉県との流出入がみられます。 

 

図表３－４：一般病床の入院患者の受療動向 

 

イ 療養病床 

○ 本県を住所地とする患者の内，療養病床への推計入院患者数は4,200人となっています。 

○ 二次保健医療圏別にみると，古河・坂東の圏域外への患者の流出割合が高くなっていま

す。また，水戸，鹿行，つくば，筑西・下妻，常陸太田・ひたちなか，土浦は周辺の圏域か

ら患者の流入がみられます。 

○ また，千葉県及び東京都から鹿行への流入，栃木県及び東京都から筑西・下妻への流入が

みられます。 

 

図表３－５：療養病床の入院患者の受療動向 

 

② 入院患者の医療機能別の受療動向 

ア 高度急性期 

   ○ 医療計画策定支援データブック（※）によると，二次保健医療圏の内，鹿行，筑西・下妻，

常陸太田・ひたちなか，取手・竜ケ崎，古河・坂東について，他の圏域への患者の流出が多

くなっています。 
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○ 特に鹿行，筑西・下妻は患者の流出が顕著であり，鹿行は千葉県へ，筑西・下妻は栃木県

への流出も多くみられます。 

○ また，水戸，つくばは他の圏域からの流入が多く，特につくばは他の圏域からの患者が約

56％と半数以上を占めています。なお，本県を住所地とする患者の内，約 52％が水戸，つ

くばの医療機関に入院しています。 

 

図表３－６－１：高度急性期の入院患者の受療動向（流出） 

図表３－６－２：高度急性期の入院患者の受療動向（流入） 

イ 回復期 

   ○ 二次保健医療圏の内，つくば，筑西・下妻，古河・坂東，土浦について，他の圏域への患

者の流出が多くなっており，筑西・下妻，古河・坂東は栃木県へ，鹿行は千葉県への流出が

みられます。 

○ また，取手・竜ケ崎は圏域内の患者数，圏域外からの流入患者数のいずれも多く，本県を

住所地とする患者の約３割が取手・竜ケ崎の医療機関に入院しています。 

○ なお，鹿行には千葉県から，筑西・下妻には栃木県から，古河・坂東には栃木県及び埼玉

県からの流入がみられます。 

 

図表３－７－１：回復期の入院患者の受療動向（流出） 

図表３－７－２：回復期の入院患者の受療動向（流入） 

 

ウ 慢性期 

   ○ 二次保健医療圏の内，土浦，古河・坂東，鹿行について，他の圏域への患者の流出が多く

なっています。 

○ また，日立は福島県へ，鹿行と取手・竜ケ崎は千葉県へ，古河・坂東は埼玉県及び栃木県

への流出がみられます。 

○ なお，つくばは他の圏域からの患者の流入割合が多く，また，鹿行は千葉県から，筑西・

下妻は栃木県から，古河・坂東は埼玉県からの流入がみられます。 

 

図表３－８－１：回復期の入院患者の受療動向（流出） 

図表３－８－２：回復期の入院患者の受療動向（流入） 

 

エ 救急医療 

 

  ２次救急 

    ○ 二次保健医療圏の内，常陸太田・ひたちなか，筑西・下妻，鹿行について，他の圏域へ

の患者の流出が多くなっています。 

○ また，鹿行は千葉県へ，筑西・下妻は栃木県への流出が多く，取手・竜ケ崎は千葉県へ

の流出がみられます。 

○ つくば，水戸，土浦は他の圏域からの患者の流入割合が多く，また，古河・坂東は栃木

県及び埼玉県からの流入がみられます。 
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図表３－９－１：２次救急の入院患者の受療動向（流出） 

図表３－９－２：２次救急の入院患者の受療動向（流入） 

 

  ３次救急 

    ○ 二次保健医療圏の内，救命救急センターがない常陸太田・ひたちなか，鹿行，取手・竜

ケ崎，筑西・下妻は全ての患者が他の圏域へ流出しています。 

○ また，鹿行は約 42％，取手・竜ケ崎は約 15％が千葉県へ流出しています。 

○ つくば，土浦，水戸，は他の圏域からの患者の流入割合が多く，また，古河・坂東は栃

木県及び埼玉県からの流入がみられます。 

 

図表３－10－１：３次救急の入院患者の受療動向（流出） 

図表３－10－２：３次救急の入院患者の受療動向（流入） 

 

  【本県の救急医療体制】 

   ○ 本県では，救命救急センター等の救急医療機関が地域的に偏在しているため，第７次茨

城県保健医療計画において，二次保健医療圏と併せて救急医療圏（初期，二次・三次）を設

定し，医療機関のより適切な連携を図り，救急医療体制の総合的，体系的な整備を図ってい

ます。 

初期 
地域の医師会等と連携し，在宅当番制や休日夜間急患センター等により実施

しています。 

二次 
県内を 11の地域に分け，病院群輪番制及び救急医療二次病院制により実施し

ています。 

三次 
救命救急センター６箇所，地域救命センター１箇所により全県をカバーして

います。 

 

図表３－11－１：救急医療圏（初期） 

図表３－11－２：救急医療圏（二次・三次） 

 

オ 小児医療 

 

  入院医療 

   ○ 二次保健医療圏の内，土浦，日立，筑西・下妻，鹿行について，他の圏域への患者の流出

が多くなっています。 

○ また，鹿行は千葉県へ，筑西・下妻は栃木県への流出があり，古河・坂東は栃木県や埼玉

県等への流出がみられます。 

○ つくば，水戸，土浦は他の圏域からの患者の流入割合が多く，また，鹿行及び取手・竜ケ

崎は千葉県からの流入がみられます。 

 

図表３－12－１：小児医療の入院患者の受療動向（流出） 

図表３－12－２：小児医療の入院患者の受療動向（流入） 
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  【本県の小児救急体制】 

   ○ 本県では，休日・夜間における小児の初期救急医療体制が未整備の地域があるため，第

７次茨城県保健医療計画において，二次保健医療圏と併せて小児救急医療圏（二次・三次）

を設定し，拠点病院及び病院群輪番制より対応しています。 

   ○ このほか，県内を３広域圏に分け，それぞれに小児救急中核病院（群）及び地域小児救急

センターを配置し，小児救急医療に係る機能や資源の有効活用及び集約化・重点化を進め

ています。 

 

図表３－14－１：小児救急医療圏（初期） 

図表３－14－２：小児救急医療圏（二次・三次） 

図表３－14－３：集約化・重点化による小児救急医療圏構想 

 

カ 周産期医療 

 

  入院医療 

   ○ 二次保健医療圏の内，常陸太田・ひたちなか，筑西・下妻，日立，鹿行について，他の圏

域への患者の流出が多くなっています。 

○ また，鹿行は千葉県へ，筑西・下妻は栃木県への流出がみられます。 

○ つくば，土浦，水戸，取手・竜ケ崎は他の圏域からの患者の流入が多くなっています。 

 

図表３－13－１：周産期医療の入院患者の受療動向（流出） 

図表３－13－２：周産期医療の入院患者の受療動向（流入） 

 

  【本県の周産期医療体制】 

   ○ 本県では，県内を３つのブロックに分け，各ブロックに総合周産期母子医療センター，

地域周産期母子医療センター及び周産期医療協力病院を指定し，周産期医療体制の整備を

図るとともに，地域の産婦人科医療機関，搬送機関との連携を強化した総合的な診療体制

の確保を図っています。 

 

図表３－15：周産期医療圏 
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第３章 医師偏在指標と医師多数区域・医師少数区域，目標医師数 

 

１ 医師偏在指標の考え方 

 

 ○ これまで，地域ごとの医師数の比較には人口 10 万対医師数が一般的に用いられてきました

が，各都道府県が医師確保計画を策定するにあたって，全国ベースで医師数の多寡を統一的か

つ客観的に比較・評価するための新たな指標として，国において，地域ごとの医療ニーズや人口

構成等を反映した医師偏在指標を算定しました。 

 ○ 各都道府県内において，医師偏在指標に基づき，医師多数区域・医師少数区域及び目標医師

数を設定するとともに，これらの区域分類に応じて医師確保対策を実施することとされていま

す。 

○ また，医師偏在指標は次期以降の医師確保計画の改定に合わせて見直していくこととされて

おり，これに伴い，医師多数区域・医師少数区域も改めて設定することとなります。 

 

■医師偏在指標で考慮される「５要素」 

・医療需要（ニーズ）及び人口・人口構成とその変化 

・患者の流出入等 

・へき地等の地理的条件 

・医師の性別・年齢分布 

・医師偏在の種別（区域、診療科、入院／外来） 

 

■医師偏在指標の算出式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■都道府県間及び二次保健医療圏間の患者の流出入調整 

・医師偏在指標における医療需要の算定にあたり，都道府県間で患者の流出入がある場合は，

当該都道府県間で協議の上，流出入数を調整することとなっていることから，本県では，調

整を要する関係都県（福島県，栃木県，千葉県，埼玉県，東京都）との協議により，患者の

流出入の状況を全て医療需要として見込むことで調整しました。 

・また，二次保健医療圏間の患者の流出入については，茨城県地域医療構想との整合を図り，

患者の流出入の状況を全て医療需要として見込むこととしました。 
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２ 医師偏在指標と区域の分類 

 

 ○ 医師偏在指標は，三次保健医療圏（都道府県等）及び二次保健医療圏ごとに算定され，それぞ

れの上位 33.3％を医師多数に，下位 33.3％を医師少数に区分されるとともに，全国における医

師の偏在解消を達成するため，この区分に応じた医師確保の方針が定められています。 

 

 【三次保健医療圏（都道府県等）の区分と医師確保の方針】 

区分割合 医師の多数・少数の区分 医師確保の方針 

上位 33.3％ 医師多数 

・当該都道府県以外からの医師の確保は行わな

い。 

・また，都道府県内の医師の充足状況や他の都道

府県からの医師の流入状況等を勘案し，医師少

数都道府県への医師派遣についても検討を行

う。 

中位 33.3％  

・都道府県内に医師少数区域が存在する場合，必

要に応じて医師多数都道府県からの医師の確保

ができる。 

下位 33.3％ 医師少数 
・医師の増加を医師確保の基本方針とし，医師多

数都道府県から医師の確保ができる。 

 

 【二次保健医療圏の区分と医師確保の方針】 

区分割合 医師の多数・少数の区分 医師確保の方針 

上位 33.3％ 医師多数 

・他の二次保健医療圏からの医師の確保は行わな

い。 

・また，これまでの既存の施策による医師の確保

の速やかな是正を求めるものではないが，医師

少数区域への医師派遣を行うことが求められ

る。 

中位 33.3％  
・必要に応じて，医師多数区域の水準に至るまで

は，医師多数区域からの医師の確保が行える。 

下位 33.3％ 医師少数 

・医師の増加を医師確保の基本方針とし，医師少

数区域以外の二次保健医療圏からの医師の確保

ができる。 
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